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  配水管工事標準仕様書  改定の要旨 
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1.1.24 工事現場の環境 

改善 
 
 
1.1.24 工事現場の環境 
    改善 
 
 
表 1.4 工事現場の環境 

改善対策 
 
 
 
表 2.2 レディ－ミクス

トコンクリートの
仕様 

 
 
3.7.9  水質監視 
 
 
 
 
4.2.8 US形ダクタイル鋳

鉄管の接合 
 
 

 
 
〇 工事現場のイメージアップを工事現場の環境改善に変更した。 
 
 
 
○ 工事現場のイメージアップを工事現場の環境改善に変更した。 
 
 
 
○ 工事現場のイメージアップ対策を工事現場の環境改善対策に 

変更した 
 
 
 
○ コンクリートの種別をJIS表記名に変更し、JIS表記と旧種別 

との対応表を示した。 
 
 
 
○ 観測井に使用する硬質塩化ビニル管（内径100mm）を（内 

径40mm）に変更した。 
 
 
 
○ US形ダクタイル鋳鉄管の継手方式にＲ方式（呼び径2400、 
 2600）を追加した。 
 

 ※次頁以降の改定原稿の赤書きが、今回の改定箇所となります。  
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 （２）天災等 

監督員は、天災等に伴い、工事目的物の品質・出来形の確保及び工期

の遵守に重大な影響があると認められるときは、受注者に対して臨機の

措置をとることを請求できるものとする。 

1.1.22 提出書類 （１）一般事項 

受注者は、工事に必要な提出書類を、「水道工事用書類・様式の記載

例集」（以下「記載例集」という。）及び「委託標準仕様書」により作成

し、指定の期日までに監督員に提出すること。 

（２）提出書類 

受注者は、記載例集及び委託標準仕様書に定めのない書類を提出する

場合は、監督員の指示によること。 

（３）変更書類の提出 

受注者は、提出した書類に変更が生じたときは、直ちに変更した書類

を監督員に提出すること。 

 

1.1.23 住民に対する

広報等 

受注者は、現場付近の住民に対し、工事内容について具体的な説明を行

い、施工について協力が得られるよう努めること。 

なお、住民への説明の時期、方法、内容等については、監督員と打合せを

行うこと。 

  

1.1.24 工事現場の

環境改善 

（１）環境改善の目的 

工事現場の環境改善は、地域との積極的なコミュニケーションを図り

つつ、そこで働く関係者の意識を高めるとともに、関係者の作業環境を

整えることにより、女性や若手の活躍支援の取組等を進め、公共事業の

円滑な執行に資することを目的とする。 

（２）地域との連携 

受注者は、現場条件や経常的な維持工事等で環境改善の必要性のない

場合を除き、工事現場の環境改善の方針を当局と協力しつつ地域との連

携を図り、適正に工事を実施すること。 

（３）報告書の提出 

受注者は、工事現場の環境改善の具体的な実施内容及び実施期間につ

いて施工計画書に含めて提出し、工事完了時には実施写真を添えた報告

書を監督員に提出すること。 

（４）実施内容 

工事現場の環境改善の具体的な実施内容は、環境負荷の低減対策（低

公害かつ低燃費な自動車、低電力型照明器具等の導入）を実施するとと
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もに、表1.4に挙げるもののうち、原則として計上費目ごとに最低一つ

と併せて、合計五つとする。 

なお、選択に当たっては、現場状況に応じて適切な組合せを行うこ

と。 

表 1.4 工事現場の環境改善対策 

計上費目 実施内容 

仮設備関係 ①環境負荷の低減 ②用水、電力等の供給設備の設置 

③緑化・花壇の設置 ④ライトアップ施設の設置 

⑤見学通路及び椅子の設置 ⑥昇降設備の充実 

営繕関係 ①場事務所の快適化（女性用更衣室の設置含む。）  

②労務者宿舎の快適化 ③デザインボックス（交通誘

導警備員待機室）の設置 ④現場休息所の快適化 

⑤健康関連設備及び厚生施設の充実 

安全関係 ①工事標識、照明等の安全施設のイメージアップ（電

光標識等）の実施 ②盗難防止対策（警報機等）の実

施 ③避暑（熱中症予防）、防寒対策 

地域との 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

①完成予想図の掲示 ②工法説明図の掲示 ③工事工

程表の掲示 ④デザイン工事看板（各種事業のPR看

板）の設置 ⑤見学会等の開催（イベント等の開催含

む。） ⑥ＣＣＩ東京見学情報館への登録 ⑦見学所

（インフォメーションセンター）の設置及び管理運営 

⑧パンフレット・工法説明ビデオの作成 ⑨地域対策

費（地域行事等の経費を含む。）の計上 ⑩社会貢献 
 

 

1.1.25 ＩＣＴ等の

活用 

 

受注者は、建設現場の生産性向上を目的として、監督員と協議の上、ＩＣ 

Ｔ等を活用することができる。 

 

 

 

第２節  着     手 

 

1.2.1 工事の着手 （１）工事着手前の打合せ 

受注者は、工事着手に先立ち、監督員と施工上の条件、注意事項等工

事全般にわたり打合せを行い、指示事項の確認及び調整を行うこと。 

（２）工事着手前の調査 

受注者は、工事着手に先立ち、官公署、各埋設物管理者等の許可条件

等を確認するとともに、施工区域全般にわたり地上・地下工作物の種

類、位置及び規模等を管理台帳、現場踏査等（試験掘は除く。）により

調査すること。 
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表 2.2  レディーミクストコンクリートの仕様（JIS表記－旧種別対応表） 

表記名 

設計基準

強度 

(N/㎜2) 

スランプ

(㎝) 

粗骨材の

最大寸法

(㎜) 

種    類 種 別 

普通18-8-20BB, 

普通18-8-20N, 

普通18-8-20H 

18 ８ 20 

管防護、立坑の無筋コ

ンクリート、弁室等の

均
なら

しコンクリート等 

BB182B, 

  182B, 

 H182B 

普通21-8-20BB, 

普通21-8-20N, 

普通21-8-20H 

21 ８ 20 

鉄筋の構造物（弁室・

立坑）、無筋の構造物

（弁室等） 

BB212B, 

  212B, 

 H212B 

普通24-8-20BB, 

普通24-8-20N 
24 ８ 20 

 BB242B, 

  242B 

普通21-15-20BB, 

普通21-15-20N 
21 15 20 

点検通路方式ｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙ

の二次覆工コンクリー

ト 

BB212C, 

  212C 

普通27-8-20BB, 

普通27-8-20N, 

普通27-8-20H 

27 ８ 20 

弁室等の頂版塊等 BB272B, 

  272B, 

 H272B 

普通30-18-20BB, 

普通30-18-20N 
30 18 20 

場所打コンクリート杭 

地中連続壁（水中用） 

BB302D, 

  302D 

 

(ｲ) スランプの許容差は、表2.3のとおりとする。 

 

表 2.3 スランプの許容差 （単位 cm） 

ス ラ ン プ 許 容 量 

８及び18 ± 2.5 

 

キ 現場練りモルタル及び現場練りコンクリート 

モルタル及びコンクリートの１ｍ
３
当たりの示方配合は、表2.4及び表2.5のとおり

とする。 

 

表 2.4  現場練りモルタル１ｍ
３
当たりの示方配合 

名    称 
セ メ ン ト 

（㎏） 

洗  砂 

（ｍ３） 

洗 砂 利 

（ｍ３） 

Ｗ / Ｃ 

（％） 

ス ラ ン プ 

（㎝） 

モルタル 

１：１ 1100 0.75 － 60 － 

１：２ 720 0.95 － 55 － 

１：３ 530 1.05 － 55 － 
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3.7.9  水質監視 受注者は、薬液注入による地下水、公共用水域等の水質汚染を防止するた

め、次の要領で水質汚濁の監視を行うこと。 

ア 受注者は、注入箇所及びその周辺の地形、地盤、地下水の流向等に応

じて、注入箇所から10ｍ以内に数箇所、適切な採水地点を設けること。 

なお、採水は、状況に応じて観測井又は既存の井戸を利用して行うこ

と。 

イ 受注者は、観測井の設置及び撤去に当たっては、次の事項に注意するこ

と。 

(ｱ) 観測井の位置は、監督員と協議すること。 

(ｲ) 削孔に当たっては、清水を使用し、ベントナイト等は使用しないこ

と。 

(ｳ) 観測井は、硬質塩化ビニル管（内径40㎜）を使用するものとし、地

下水位以下の部分の管の両側に内径10㎜の孔を20㎝ピッチに設けてス

トレーナとすること。 

(ｴ) 観測井には、ネジ加工したキャップを取り付けること。 

(ｵ) 測定終了後の観測井の処置は、監督員と協議すること。 

ウ 受注者は、水質試験を現場での試験又は検査が可能なものを除き、公

的機関及びこれに準ずる機関において行うこと。 

なお、水質試験は、次の基準により実施すること。 

(ｱ) 注入工事着手前 １回 

検査項目は、表 3.8による。 

(ｲ) 注入工事中 毎日１回以上 

検査項目は、表 3.8による。 

(ｳ) 注入終了後 

ａ 注入終了後の１回目の検査項目は(ｱ)に同じ。 

ｂ ２週間を経過するまで毎日１回以上。ただし、状況に応じて調査

回数を減じても監視の目的が達成される場合は、監督員と協議して

週１回以上とすることができる。 

検査項目は、(ｲ)に同じ。 

ｃ ２週間経過後半年を経過するまでの間は、月２回以上。 

検査項目は、(ｲ)に同じ。 

ｄ 現場における採水及びpH測定の方法は、監督員の指示による。 

エ 受注者は、水質試験の測定値が表 3.8に定める水質基準に適合してい

ない場合又はそのおそれがある場合は、直ちに工事を中止し、監督員と

協議して、必要な措置を講じること。 

オ 受注者は、水質試験の結果について記載例集「計画書等作成要領」の

「注入工事施工計画書」中の水質検査結果集計表を作成して、監督員に 
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   ただし、Ｒ方式については、（５）Ｒ方式の規程によること。 

（２）ビニルチューブ（ＶＴ）方式 

ア 受注者は、ロックリングを完全に挿し口外面に圧着させた状態で切

断面の間隔（ａ１）を測定し記録すること。 

イ 受注者は、受口の位置決めについては、ビニルチューブ取出し口を

必ず管頂付近に来るようにすること。 

ウ 受注者は、受口の溝にビニルチューブをねじれないように挿入するこ

と。 

エ 受注者は、ロックリングのセットに当たっては、ロックリングの切

断箇所が必ず管底に来るようにすること。 

オ 受注者は、挿し口を受口に挿入する前に、受口内面奥に表 4.21 に

規定する胴付間隔に相当するディスタンスピースを置くこと。 

なお、特別な理由で胴付間隔を変える場合は、その寸法のディスタ

ンスピースを用いること。 

また、使用したディスタンスピースは、接合完了後必ず撤去するこ

と。 

 

表 4.21 標準胴付間隔（ 単位 ㎜ ） 

呼  び  径 胴付間隔(Ｙ) 

700 ～1500 105 

1600 ～2400 115 

2600 130 

 

カ 受注者は、ロックリングが挿し口に充分装着されているかを確認する

こと。 

確認方法は、挿し口を受口に挿入後、ロックリング切断面の間隔(ａ

２)を測定して記録し、この時の間隔とアで測定した間隔（ａ１）とを

比較しａ２≦ａ１+３㎜であれば正常と判断すること。 

キ 受注者は、ビニルチューブへのモルタル充填に使用するモルタルの

配合を水：セメント：砂＝１：２： 0.7（質量比）とすること。 

なお、充填は水密機構部の接合が終わってから行うこと。 

（３）セットボルト（ＳＢ）方式 

受注者は、（２）のア、オ及びカに準拠するほか、次の規定によるこ

と。 

ア 受注者は、セットボルトを受口溝の内面までねじ込み、ロックリン

グを受口溝内にあずけ、この時ロックリングの分割部をセットボルト

用タップ穴の間隔の最も狭いところの中間になるようにすること。 






